
令和２年（２０２０年）

旭 川 市 議 会 議 案

第 １ 回 定 例 会

令 和 ２ 年 ２ 月 １ ９ 日 開 会

令 和 ２ 年 月 日 閉 会



２・１定 議案第 １ 号

令和元年度旭川市一般会計補正予算について

令和元年度旭川市一般会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

２・１定 議案第 ２ 号

令和元年度旭川市国民健康保険事業特別会計補正予算について

令和元年度旭川市国民健康保険事業特別会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人



２・１定 議案第 ３ 号

令和元年度旭川市動物園事業特別会計補正予算について

令和元年度旭川市動物園事業特別会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

２・１定 議案第 ４ 号

令和元年度旭川市公共駐車場事業特別会計補正予算について

令和元年度旭川市公共駐車場事業特別会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人



２・１定 議案第 ５ 号

令和元年度旭川市育英事業特別会計補正予算について

令和元年度旭川市育英事業特別会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

２・１定 議案第 ６ 号

令和元年度旭川市駅周辺開発事業特別会計補正予算について

令和元年度旭川市駅周辺開発事業特別会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人



２・１定 議案第 ７ 号

令和元年度旭川市介護保険事業特別会計補正予算について

令和元年度旭川市介護保険事業特別会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

２・１定 議案第 ８ 号

令和元年度旭川市水道事業会計補正予算について

令和元年度旭川市水道事業会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人



２・１定 議案第 ９ 号

令和元年度旭川市下水道事業会計補正予算について

令和元年度旭川市下水道事業会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

２・１定 議案第 １０ 号

令和元年度旭川市病院事業会計補正予算について

令和元年度旭川市病院事業会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人



２・１定 議案第 １１ 号

旭川市印鑑条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市印鑑条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

旭川市印鑑条例の一部を改正する条例

旭川市印鑑条例（昭和５９年旭川市条例第１０号）の一部を次のように改正する。

第２条第２項第２号を次のように改める。

⑵ 意思能力を有しない者（前号に掲げる者を除く。）

附 則

この条例は，公布の日から施行する。

（説 明）

印鑑の登録資格に係る規定を整備するために，旭川市印鑑条例の一部を改正しようとするも

のである。



２・１定 議案第 １２ 号

旭川市学校給食共同調理所条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市学校給食共同調理所条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

旭川市学校給食共同調理所条例の一部を改正する条例

旭川市学校給食共同調理所条例（昭和４３年旭川市条例第１１号）の一部を次のように改正

する。

第２条の表中

「
旭川市立東栄小学校共同調理所 旭川市東光４条６丁目

」，

「
旭川市立東光小学校共同調理所 旭川市東光１７条６丁目

旭川市立永山南小学校共同調理所 旭川市永山９条６丁目
」及び

「
旭川市立愛宕東小学校共同調理所 旭川市豊岡７条９丁目

旭川市立共栄小学校共同調理所 旭川市豊岡２条１０丁目
」を削る。

附 則

この条例は，令和２年４月１日から施行する。

（説 明）

旭川市立東栄小学校共同調理所等を廃止するために，旭川市学校給食共同調理所条例の一部

を改正しようとするものである。



２・１定 議案第 １３ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

１ 管理を行わせる公の施設

⑴ 旭川市西神楽農業構造改善センター

⑵ 旭川市西神楽公民館（同館に置く分館を含む。）

２ 指定管理者

旭川市西神楽南２条３丁目

西神楽まちづくり委員会

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで



２・１定 議案第 １４ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市市民活動交流センター

２ 指定管理者

旭川市７条通１３丁目

特定非営利活動法人旭川ＮＰＯサポートセンター

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで



２・１定 議案第 １５ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市末広地域活動センター

２ 指定管理者

旭川市末広東２条９丁目

旭川市末広地域活動センター運営委員会

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで



２・１定 議案第 １６ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市東部住民センター

２ 指定管理者

旭川市東光５条２丁目

旭川市東部住民センター運営委員会

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで



２・１定 議案第 １７ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市北部住民センター

２ 指定管理者

旭川市春光５条４丁目

旭川市北部住民センター運営委員会

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで



２・１定 議案第 １８ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市永山住民センター

２ 指定管理者

旭川市永山７条４丁目

旭川市永山住民センター運営委員会

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで



２・１定 議案第 １９ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市神居住民センター

２ 指定管理者

旭川市神居２条１７丁目

旭川市神居住民センター運営委員会

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで



２・１定 議案第 ２０ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市末広地区センター

２ 指定管理者

旭川市末広２条４丁目

旭川市末広地区センター運営委員会

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで



２・１定 議案第 ２１ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市豊岡地区センター

２ 指定管理者

旭川市豊岡１１条３丁目

旭川市豊岡地区センター運営委員会

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで



２・１定 議案第 ２２ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市忠和地区センター

２ 指定管理者

旭川市忠和５条５丁目

旭川市忠和地区センター運営委員会

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで



２・１定 議案第 ２３ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市啓明地区センター

２ 指定管理者

旭川市南５条通２５丁目

旭川市啓明地区センター運営委員会

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで



２・１定 議案第 ２４ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市神楽岡地区センター

２ 指定管理者

旭川市神楽岡１２条２丁目

旭川市神楽岡地区センター運営委員会

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで



２・１定 議案第 ２５ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市新旭川地区センター

２ 指定管理者

旭川市東６条４丁目

旭川市新旭川地区センター運営委員会

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで



２・１定 議案第 ２６ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市北星地区センター

２ 指定管理者

旭川市旭町２条８丁目

旭川市北星地区センター運営委員会

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで



２・１定 議案第 ２７ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市春光台地区センター

２ 指定管理者

旭川市春光台３条５丁目

旭川市春光台地区センター運営委員会

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで



２・１定 議案第 ２８ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

１ 管理を行わせる公の施設

⑴ 東光児童センター

⑵ 神居児童センター

⑶ 神楽児童センター

２ 指定管理者

旭川市住吉４条１丁目

ワーカーズコープ指定管理者グループ

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで



２・１定 議案第 ２９ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

１ 管理を行わせる公の施設

⑴ 北門児童センター

⑵ 春光住民児童センター

⑶ 永山児童センター

２ 指定管理者

旭川市住吉４条１丁目

ワーカーズコープ指定管理者グループ

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで



２・１定 議案第 ３０ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市北彩都子ども活動センター

２ 指定管理者

旭川市１条通８丁目

こどもクラブグループ

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで



２・１定 議案第 ３１ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市東地区体育センター

２ 指定管理者

旭川市豊岡２条５丁目

旭川市東地区体育センター運営委員会

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで



２・１定 議案第 ３２ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

１ 管理を行わせる公の施設

旭川大雪アリーナ

２ 指定管理者

旭川市６条通９丁目

株式会社旭川振興公社

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで



２・１定 議案第 ３３ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市営牧場

２ 指定管理者

旭川市江丹別町中央

江丹別産業・江丹別ファーム指定管理者グループ

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで



２・１定 議案第 ３４ 号

令和２年度旭川市一般会計予算について

令和２年度旭川市一般会計予算を別冊のとおり定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

２・１定 議案第 ３５ 号

令和２年度旭川市国民健康保険事業特別会計予算について

令和２年度旭川市国民健康保険事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人



２・１定 議案第 ３６ 号

令和２年度旭川市動物園事業特別会計予算について

令和２年度旭川市動物園事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

２・１定 議案第 ３７ 号

令和２年度旭川市公共駐車場事業特別会計予算について

令和２年度旭川市公共駐車場事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人



２・１定 議案第 ３８ 号

令和２年度旭川市育英事業特別会計予算について

令和２年度旭川市育英事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

２・１定 議案第 ３９ 号

令和２年度旭川市介護保険事業特別会計予算について

令和２年度旭川市介護保険事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人



２・１定 議案第 ４０ 号

令和２年度旭川市母子福祉資金等貸付事業特別会計予算について

令和２年度旭川市母子福祉資金等貸付事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

２・１定 議案第 ４１ 号

令和２年度旭川市後期高齢者医療事業特別会計予算について

令和２年度旭川市後期高齢者医療事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人



２・１定 議案第 ４２ 号

令和２年度旭川市水道事業会計予算について

令和２年度旭川市水道事業会計予算を別冊のとおり定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

２・１定 議案第 ４３ 号

令和２年度旭川市下水道事業会計予算について

令和２年度旭川市下水道事業会計予算を別冊のとおり定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人



２・１定 議案第 ４４ 号

令和２年度旭川市病院事業会計予算について

令和２年度旭川市病院事業会計予算を別冊のとおり定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人



２・１定 議案第 ４５ 号

旭川市特別会計条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市特別会計条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

旭川市特別会計条例の一部を改正する条例

旭川市特別会計条例（昭和３９年旭川市条例第６号）の一部を次のように改正する。

第１条中第５号を削り，第６号を第５号とし，第７号から第１１号までを１号ずつ繰り上げ

る。

附 則

１ この条例は，令和２年４月１日から施行する。

２ 令和元年度旭川市駅周辺開発事業特別会計に関する出納の整理事務の取扱いについては，

なお従前の例による。

（説 明）

駅周辺開発事業特別会計を廃止するために，旭川市特別会計条例の一部を改正しようとする

ものである。



２・１定 議案第 ４６ 号

旭川圏都市計画事業旭川駅周辺土地区画整理事業施行条例及び旭川市

駅周辺土地区画整理事業償還基金条例を廃止する条例の制定について

旭川圏都市計画事業旭川駅周辺土地区画整理事業施行条例及び旭川市駅周辺土地区画整理

事業償還基金条例を廃止する条例を次のように定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

旭川圏都市計画事業旭川駅周辺土地区画整理事業施行条例及び旭川市

駅周辺土地区画整理事業償還基金条例を廃止する条例

次に掲げる条例は，廃止する。

⑴ 旭川圏都市計画事業旭川駅周辺土地区画整理事業施行条例（平成８年旭川市条例第２６

号）

⑵ 旭川市駅周辺土地区画整理事業償還基金条例（平成１６年旭川市条例第３号）

附 則

この条例は，令和２年４月１日から施行する。

（説 明）

旭川圏都市計画事業旭川駅周辺土地区画整理事業の終了に伴い，旭川圏都市計画事業旭川

駅周辺土地区画整理事業施行条例及び旭川市駅周辺土地区画整理事業償還基金条例を廃止し

ようとするものである。



２・１定 議案第 ４７ 号

旭川市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に

関する条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条例

を次のように定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

旭川市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に

関する条例の一部を改正する条例

旭川市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和４３年旭川市条

例第１８号）の一部を次のように改正する。

第４条に次の１号を加える。

⑸ 給料を支給される職員 法第２条第４項に規定する平均給与額の例により実施機関が市

長と協議して定める額

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の旭川市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する

条例第４条第５号の規定は，この条例の施行の日以後に発生した事故に起因する公務上の災

害又は通勤による災害に係る補償について適用する。



（説 明）

会計年度任用職員に係る規定を整備するために，旭川市議会の議員その他非常勤の職員の公

務災害補償等に関する条例の一部を改正しようとするものである。



２・１定 議案第 ４８ 号

旭川市特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する

条例の制定について

旭川市特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

旭川市特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

旭川市特別職の職員の給与に関する条例（昭和２６年旭川市条例第１号）の一部を次のよう

に改正する。

附則第４項中「平成３１年４月１日から令和２年３月３１日」を「令和２年４月１日から令

和３年３月３１日」に改める。

附 則

この条例は，令和２年４月１日から施行する。

（説 明）

令和２年度における特別職の職員の給料月額の特例を定めるために，旭川市特別職の職員の

給与に関する条例の一部を改正しようとするものである。



２・１定 議案第 ４９ 号

旭川市公営企業の管理者の給与等に関する条例の一部を

改正する条例の制定について

旭川市公営企業の管理者の給与等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

旭川市公営企業の管理者の給与等に関する条例の一部を改正する条例

旭川市公営企業の管理者の給与等に関する条例（昭和４６年旭川市条例第２号）の一部を次

のように改正する。

附則第３項中「平成３１年４月１日から令和２年３月３１日」を「令和２年４月１日から令

和３年３月３１日」に改める。

附則第７項中「平成３１年４月１日から令和２年３月３１日」を「令和２年４月１日から同

年１０月３１日」に改める。

附則第８項を削る。

附 則

この条例は，令和２年４月１日から施行する。

（説 明）

令和２年度における公営企業の管理者の給料月額の特例を定めるために，旭川市公営企業の

管理者の給与等に関する条例の一部を改正しようとするものである。



２・１定 議案第 ５０ 号

旭川市手数料条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

旭川市手数料条例の一部を改正する条例

第１条 旭川市手数料条例（平成１２年旭川市条例第１０号）の一部を次のように改正する。

別表中「
住民票又は戸籍の附票に記載した事項に関するも
の

」を

「
住民票（除票を含む。）又は戸籍の附票（戸籍の
附票の除票を含む。）に記載した事項に関するも
の

」に，

「
通知カードの再交付 １枚につき 500円

個人番号カードの再交付 １枚につき 800円

住民票又は戸籍の附票の写しの交付 １通につき 350円
」を

「
個人番号カードの再交付 １枚につき 800円

住民票（除票を含む。）又は戸籍の附票（戸籍の １通につき 350円
附票の除票を含む。）の写しの交付

」 に ，

「１及び２の認定」を「１及び２又は３の認定」に，「１及び３又は４」を「１及び４又は

５」に，「２及び３又は４」を「２又は３及び４又は５」に，

「
２ 共同住宅の用途に供する一の建築物を単位
として認定を申請する場合 １に掲げる低炭



素建築物新築等計画の認定の申請に係る１棟
の共同住宅の戸数の区分に応じ，それぞれこ
の欄の１に定める金額に，次に掲げる低炭素
建築物新築等計画の認定の申請に係る１棟の
共同住宅のうち住宅以外の用途に供する部分
の床面積の合計の区分に応じ，それぞれ次に
定める金額を加えた額

」を

「
２ 共同住宅の用途に供する一の建築物（建築
物エネルギー消費性能基準等を定める省令
（平成２８年経済産業省・国土交通省令第１
号）第５条第３項第１号に規定する住宅に限
る。）を単位として認定を申請する場合 １
に掲げる低炭素建築物新築等計画の認定の申
請に係る１棟の共同住宅の戸数の区分に応
じ，それぞれこの欄の１に定める金額に，次
に掲げる低炭素建築物新築等計画の認定の申
請に係る１棟の共同住宅のうち住宅以外の用
途に供する部分の床面積の合計の区分に応
じ，それぞれ次に定める金額を加えた額

」に，

「
３ 住宅以外の用途に供する一の建築物を単位
として，建築物エネルギー消費性能基準等を
定める省令（平成２８年経済産業省・国土交
通省令第１号）第１条第１項第１号イ並びに
都市の低炭素化の促進に関する法律第５４条
第１項第１号の経済産業大臣，国土交通大臣
及び環境大臣が定める基準（以下「大臣が定
める基準」という。）に適合している旨の認
定を申請する場合 次に掲げる低炭素建築物
新築等計画の認定の申請に係る１棟の建築物
の床面積の合計の区分に応じ，それぞれ次に
定める金額

」を

「
３ 共同住宅の用途に供する一の建築物（建築
物エネルギー消費性能基準等を定める省令第
５条第３項第２号に規定する住宅に限る。）
を単位として認定を申請する場合 １に掲げ
る低炭素建築物新築等計画の認定の申請に係
る１棟の共同住宅の戸数の区分に応じ，それ
ぞれこの欄の１に定める金額

４ 住宅以外の用途に供する一の建築物を単位



として，建築物エネルギー消費性能基準等を
定める省令第１条第１項第１号イ並びに都市
の低炭素化の促進に関する法律第５４条第１
項第１号の経済産業大臣，国土交通大臣及び
環境大臣が定める基準（以下「大臣が定める
基準」という。）に適合している旨の認定を
申請する場合 次に掲げる低炭素建築物新築
等計画の認定の申請に係る１棟の建築物の床
面積の合計の区分に応じ，それぞれ次に定め
る金額

」に，

「
４ 住宅以外の用途に供する一の建築物を単位
として，建築物エネルギー消費性能基準等を
定める省令第１条第１項第１号ロ及び大臣が
定める基準に適合している旨の認定を申請す
る場合 次に掲げる低炭素建築物新築等計画
の認定の申請に係る１棟の建築物の床面積の
合計の区分に応じ，それぞれ次に定める金額

」を

「
５ 住宅以外の用途に供する一の建築物を単位
として，建築物エネルギー消費性能基準等を
定める省令第１条第１項第１号ロ及び大臣が
定める基準に適合している旨の認定を申請す
る場合 次に掲げる低炭素建築物新築等計画
の認定の申請に係る１棟の建築物の床面積の
合計の区分に応じ，それぞれ次に定める金額

」に，

「
２ 共同住宅の用途に供する一の建築物を単位
として変更の認定を申請する場合 １に掲げ
る低炭素建築物新築等計画の変更の認定の申
請に係る１棟の共同住宅の戸数の区分に応
じ，それぞれこの欄の１に定める金額に，次
に掲げる低炭素建築物新築等計画の変更の認
定の申請に係る１棟の共同住宅のうち住宅以
外の用途に供する部分の床面積の合計の区分
に応じ，それぞれ次に定める金額を加えた額

」を

「
２ 共同住宅の用途に供する一の建築物（建築
物エネルギー消費性能基準等を定める省令第
５条第３項第１号に規定する住宅に限る。）
を単位として変更の認定を申請する場合 １
に掲げる低炭素建築物新築等計画の変更の認
定の申請に係る１棟の共同住宅の戸数の区分
に応じ，それぞれこの欄の１に定める金額
に，次に掲げる低炭素建築物新築等計画の変
更の認定の申請に係る１棟の共同住宅のうち
住宅以外の用途に供する部分の床面積の合計
の区分に応じ，それぞれ次に定める金額を加



えた額
」に，

「
３ 住宅以外の用途に供する一の建築物を単位
として，建築物エネルギー消費性能基準等を
定める省令第１条第１項第１号イ及び大臣が
定める基準に適合している旨の変更の認定を
申請する場合 次に掲げる低炭素建築物新築
等計画の変更の認定の申請に係る１棟の建築
物の床面積の合計の区分に応じ，それぞれ次
に定める金額

」を

「
３ 共同住宅の用途に供する一の建築物（建築
物エネルギー消費性能基準等を定める省令第
５条第３項第２号に規定する住宅に限る。）
を単位として変更の認定を申請する場合 １
に掲げる低炭素建築物新築等計画の変更の認
定の申請に係る１棟の共同住宅の戸数の区分
に応じ，それぞれこの欄の１に定める金額

４ 住宅以外の用途に供する一の建築物を単位
として，建築物エネルギー消費性能基準等を
定める省令第１条第１項第１号イ及び大臣が
定める基準に適合している旨の変更の認定を
申請する場合 次に掲げる低炭素建築物新築
等計画の変更の認定の申請に係る１棟の建築
物の床面積の合計の区分に応じ，それぞれ次
に定める金額

」に，

「
４ 住宅以外の用途に供する一の建築物を単位
として，建築物エネルギー消費性能基準等を
定める省令第１条第１項第１号ロ及び大臣が
定める基準に適合している旨の変更の認定を
申請する場合 次に掲げる低炭素建築物新築
等計画の変更の認定の申請に係る１棟の建築
物の床面積の合計の区分に応じ，それぞれ次
に定める金額

」を

「
５ 住宅以外の用途に供する一の建築物を単位
として，建築物エネルギー消費性能基準等を
定める省令第１条第１項第１号ロ及び大臣が
定める基準に適合している旨の変更の認定を
申請する場合 次に掲げる低炭素建築物新築
等計画の変更の認定の申請に係る１棟の建築



物の床面積の合計の区分に応じ，それぞれ次
に定める金額

」に，

「
２ 共同住宅の用途に供する一の建築物を単位
として認定を申請する場合 １に掲げる建築
物エネルギー消費性能向上計画の認定の申請
に係る１棟の共同住宅の戸数の区分に応じ，
それぞれこの欄の１に定める金額に，次に掲
げる建築物エネルギー消費性能向上計画の認
定の申請に係る１棟の共同住宅のうち住宅以
外の用途に供する部分の床面積の合計の区分
に応じ，それぞれ次に定める金額を加えた額

」を

「
２ 共同住宅の用途に供する一の建築物（建築
物エネルギー消費性能基準等を定める省令第
１２条第２項第１号に規定する住宅に限る。）
を単位として認定を申請する場合 １に掲げ
る建築物エネルギー消費性能向上計画の認定
の申請に係る１棟の共同住宅の戸数の区分に
応じ，それぞれこの欄の１に定める金額に，
次に掲げる建築物エネルギー消費性能向上計
画の認定の申請に係る１棟の共同住宅のうち
住宅以外の用途に供する部分の床面積の合計
の区分に応じ，それぞれ次に定める金額を加
えた額

」に，

「
３ 住宅以外の用途に供する一の建築物を単位
として建築物エネルギー消費性能基準等を定
める省令第１０条第１号イ⑴及びロ⑴に適合
している旨の認定を申請する場合 次に掲げ
る建築物エネルギー消費性能向上計画の認定
の申請に係る１棟の建築物の床面積の合計の
区分に応じ，それぞれ次に定める金額

」を

「
３ 共同住宅の用途に供する一の建築物（建築
物エネルギー消費性能基準等を定める省令第
１２条第２項第２号に規定する住宅に限る。）
を単位として認定を申請する場合 １に掲げ
る建築物エネルギー消費性能向上計画の認定
の申請に係る１棟の共同住宅の戸数の区分に



応じ，それぞれこの欄の１に定める金額

４ 住宅以外の用途に供する一の建築物を単位
として建築物エネルギー消費性能基準等を定
める省令第１０条第１号イ⑴及びロ⑴に適合
している旨の認定を申請する場合 次に掲げ
る建築物エネルギー消費性能向上計画の認定
の申請に係る１棟の建築物の床面積の合計の
区分に応じ，それぞれ次に定める金額

」に，

「
４ 住宅以外の用途に供する一の建築物を単位
として建築物エネルギー消費性能基準等を定
める省令第１０条第１号イ⑵及びロ⑵に適合
している旨の認定を申請する場合 次に掲げ
る建築物エネルギー消費性能向上計画の認定
の申請に係る１棟の建築物の床面積の合計の
区分に応じ，それぞれ次に定める金額

」を

「
５ 住宅以外の用途に供する一の建築物を単位
として建築物エネルギー消費性能基準等を定
める省令第１０条第１号イ⑵及びロ⑵に適合
している旨の認定を申請する場合 次に掲げ
る建築物エネルギー消費性能向上計画の認定
の申請に係る１棟の建築物の床面積の合計の
区分に応じ，それぞれ次に定める金額

」に，

「
２ 共同住宅の用途に供する一の建築物を単位
として変更の認定を申請する場合 １に掲げ
る建築物エネルギー消費性能向上計画の変更
の認定の申請に係る１棟の共同住宅の戸数の
区分に応じ，それぞれこの欄の１に定める金
額に，次に掲げる建築物エネルギー消費性能
向上計画の変更の認定の申請に係る１棟の共
同住宅のうち住宅以外の用途に供する部分の
床面積の合計の区分に応じ，それぞれ次に定
める金額を加えた額

」を

「
２ 共同住宅の用途に供する一の建築物（建築
物エネルギー消費性能基準等を定める省令第
１２条第２項第１号に規定する住宅に限る。）
を単位として変更の認定を申請する場合 １
に掲げる建築物エネルギー消費性能向上計画
の変更の認定の申請に係る１棟の共同住宅の
戸数の区分に応じ，それぞれこの欄の１に定
める金額に，次に掲げる建築物エネルギー消
費性能向上計画の変更の認定の申請に係る１
棟の共同住宅のうち住宅以外の用途に供する
部分の床面積の合計の区分に応じ，それぞれ



次に定める金額を加えた額
」に，

「
３ 住宅以外の用途に供する一の建築物を単位
として建築物エネルギー消費性能基準等を定
める省令第８条第１号イ⑴及びロ⑴に適合し
ている旨の認定を申請する場合 次に掲げる
建築物エネルギー消費性能向上計画の変更の
認定の申請に係る１棟の建築物の床面積の合
計の区分に応じ，それぞれ次に定める金額

」を

「
３ 共同住宅の用途に供する一の建築物（建築
物エネルギー消費性能基準等を定める省令第
１２条第２項第２号に規定する住宅に限る。）
を単位として変更の認定を申請する場合 １
に掲げる建築物エネルギー消費性能向上計画
の変更の認定の申請に係る１棟の共同住宅の
戸数の区分に応じ，それぞれこの欄の１に定
める金額

４ 住宅以外の用途に供する一の建築物を単位
として建築物エネルギー消費性能基準等を定
める省令第８条第１号イ⑴及びロ⑴に適合し
ている旨の認定を申請する場合 次に掲げる
建築物エネルギー消費性能向上計画の変更の
認定の申請に係る１棟の建築物の床面積の合
計の区分に応じ，それぞれ次に定める金額

」に，

「
４ 住宅以外の用途に供する一の建築物を単位
として建築物エネルギー消費性能基準等を定
める省令第１０条第１号イ⑵及びロ⑵に適合
している旨の認定を申請する場合 次に掲げ
る建築物エネルギー消費性能向上計画の変更
の認定の申請に係る１棟の建築物の床面積の
合計の区分に応じ，それぞれ次に定める金額

」を

「
５ 住宅以外の用途に供する一の建築物を単位
として建築物エネルギー消費性能基準等を定
める省令第１０条第１号イ⑵及びロ⑵に適合
している旨の認定を申請する場合 次に掲げ
る建築物エネルギー消費性能向上計画の変更
の認定の申請に係る１棟の建築物の床面積の



合計の区分に応じ，それぞれ次に定める金額
」に，

「
５ 認定を受けた建築物エネルギー消費性能向
上計画に建築物のエネルギー消費性能の向上
に関する法律第２９条第３項に規定する他の
建築物を新たに記載する場合 前項（摘要欄
１及び６を除く。）の規定の例により算定し
た金額

」を

「
６ 認定を受けた建築物エネルギー消費性能向
上計画に建築物のエネルギー消費性能の向上
に関する法律第２９条第３項に規定する他の
建築物を新たに記載する場合 前項（摘要欄
１及び６を除く。）の規定の例により算定し
た金額

」に，

「
２ 住宅（共同住宅を除く。）の用途に供する
一の建築物を単位として建築物エネルギー消
費性能基準等を定める省令第１条第１項第２
号イ⑵及びロ⑵に適合している旨の認定を申
請する場合 次に掲げる建築物エネルギー消
費性能基準適合の認定の申請に係る１棟の建
築物の床面積の合計の区分に応じ，それぞれ
次に定める金額

」を

「
２ 住宅（共同住宅を除く。）の用途に供する
一の建築物を単位として建築物エネルギー消
費性能基準等を定める省令第１条第１項第２
号イ⑵及びロ⑵又はイ⑶及びロ⑶に適合して
いる旨の認定を申請する場合 次に掲げる建
築物エネルギー消費性能基準適合の認定の申
請に係る１棟の建築物の床面積の合計の区分
に応じ，それぞれ次に定める金額

」に，

「
３ 共同住宅の用途に供する一の建築物を単位
として建築物エネルギー消費性能基準等を定
める省令第１条第１項第２号イ⑴及びロ⑴に
適合している旨の認定を申請する場合 次に
掲げる建築物エネルギー消費性能基準適合の
認定の申請に係る１棟の建築物の床面積の合
計の区分に応じ，それぞれ次に定める金額

」を

「
３ 共同住宅の用途に供する一の建築物を単位
として建築物エネルギー消費性能基準等を定



める省令第１条第１項第２号イ⑴及びロ⑴に
適合している旨の認定を申請する場合 次に
掲げる建築物エネルギー消費性能基準適合の
認定の申請に係る１棟の建築物の床面積（建
築物エネルギー消費性能基準等を定める省令
第５条第３項第２号に規定する住宅にあって
は，共用部分の床面積を除く。）の合計の区
分に応じ，それぞれ次に定める金額

」に，

「
４ 共同住宅の用途に供する一の建築物を単位
として建築物エネルギー消費性能基準等を定
める省令第１条第１項第２号イ⑵及びロ⑵に
適合している旨の認定を申請する場合 次に
掲げる建築物エネルギー消費性能基準適合の
認定の申請に係る１棟の建築物の床面積の合
計の区分に応じ，それぞれ次に定める金額

」を

「
４ 共同住宅の用途に供する一の建築物を単位
として建築物エネルギー消費性能基準等を定
める省令第１条第１項第２号イ⑵及びロ⑵又
はイ⑶及びロ⑶に適合している旨の認定を申
請する場合 次に掲げる建築物エネルギー消
費性能基準適合の認定の申請に係る１棟の建
築物の床面積（同令第１条第１項第２号イ⑵
及びロ⑵に適合している旨の認定を申請する
場合であって，当該建築物が同令第５条第３
項第２号に規定する住宅であるとき及び同令
第１条第１項第２号イ⑶及びロ⑶に適合して
いる旨の認定を申請する場合にあっては，共
用部分の床面積を除く。）の合計の区分に応
じ，それぞれ次に定める金額

」に改める。

第２条 旭川市手数料条例の一部を次のように改正する。

別表中「第８条第１号イ⑴及びロ⑴」を「第１０条第１号イ⑴及びロ⑴」に改める。

附 則

１ この条例は，公布の日から施行する。ただし，第１条中別表の改正規定（住民票又は戸籍

の附票に記載した事項に関するものの証明手数料及び住民票又は戸籍の附票の写しの交付手

数料に係る部分に限る。）は令和２年４月１日から，同条中別表の改正規定（通知カードの

再交付手数料に係る部分に限る。）は情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の



利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るための行政手続等における情報通信

の技術の利用に関する法律等の一部を改正する法律（令和元年法律第１６号）附則第１条第

６号に掲げる規定の施行の日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行する。

２ 第２条の規定による改正後の旭川市手数料条例の規定は，平成２９年４月１日から適用す

る。

（説 明）

住民基本台帳法等の一部改正等に伴い，旭川市手数料条例の一部を改正しようとするもので

ある。



２・１定 議案第 ５１ 号

旭川市水道事業等及び下水道事業の設置等に関する条例及び旭川市病院事業

の設置等に関する条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市水道事業等及び下水道事業の設置等に関する条例及び旭川市病院事業の設置等に関す

る条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

旭川市水道事業等及び下水道事業の設置等に関する条例及び旭川市病院事業

の設置等に関する条例の一部を改正する条例

（旭川市水道事業等及び下水道事業の設置等に関する条例の一部改正）

第１条 旭川市水道事業等及び下水道事業の設置等に関する条例（昭和４１年旭川市条例第

３０号）の一部を次のように改正する。

第６条中「第２４３条の２第８項」を「第２４３条の２の２第８項」に改める。

（旭川市病院事業の設置等に関する条例の一部改正）

第２条 旭川市病院事業の設置等に関する条例（昭和４１年旭川市条例第３１号）の一部を次

のように改正する。

第５条中「第２４３条の２第８項」を「第２４３条の２の２第８項」に改める。

附 則

この条例は，令和２年４月１日から施行する。

（説 明）

地方自治法の一部改正に伴い，旭川市水道事業等及び下水道事業の設置等に関する条例及び

旭川市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正しようとするものである。



２・１定 議案第 ５２ 号

旭川市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市火災予防条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

旭川市火災予防条例の一部を改正する条例

旭川市火災予防条例（昭和４８年旭川市条例第４１号）の一部を次のように改正する。

第４２条第２項中「第１１２条第１８項，第１９項及び第２０項」を「第１１２条第１９項，

第２０項及び第２１項」に改める。

附 則

この条例は，令和２年４月１日から施行する。

（説 明）

建築基準法施行令の一部改正に伴い，旭川市火災予防条例の一部を改正しようとするもので

ある。



２・１定 議案第 ５３ 号

旭川市無料低額宿泊所の設備及び運営の基準に関する条例の制定について

旭川市無料低額宿泊所の設備及び運営の基準に関する条例を次のように定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

旭川市無料低額宿泊所の設備及び運営の基準に関する条例

目次

第１章 総則（第１条－第３条）

第２章 基本方針（第４条）

第３章 設備及び運営に関する基準（第５条－第３５条）

第４章 雑則（第３６条）

附則

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この条例は，社会福祉法（昭和２６年法律第４５号。以下「法」という。）第６８条

の５第１項の規定に基づき，無料低額宿泊所の設備及び運営の基準を定めるものとする。

（定義）

第２条 この条例において「無料低額宿泊所」とは，法第２条第３項第８号に規定する生計困

難者のために，無料又は低額な料金で，簡易住宅を貸し付け，又は宿泊所その他の施設を利

用させる事業を行う施設をいう。

２ 前項に定めるもののほか，この条例において使用する用語の意義は，法において使用する

用語の例による。

（無料低額宿泊所の範囲）

第３条 無料低額宿泊所は，次の各号に掲げる事項を満たすものとする。ただし，他の法令に



より必要な規制が行われている等事業の主たる目的が，生計困難者のために，無料又は低額

な料金で，簡易住宅を貸し付け，又は宿泊所その他の施設を利用させるものでないことが明

らかである場合は，この限りでない。

⑴ 次に掲げるいずれかの事項を満たすものであること。

ア 入居の対象者を生計困難者に限定していること（明示的に限定していない場合であっ

ても，生計困難者に限定して入居を勧誘していると認められる場合を含む。）。

イ 入居者の総数に占める生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１項に規定

する被保護者（以下「被保護者」という。）の数の割合が，おおむね５０パーセント以

上であり，居室の利用に係る契約が建物の賃貸借契約以外の契約であること。

ウ 入居者の総数に占める被保護者の数の割合が，おおむね５０パーセント以上であり，

利用料（居室使用料及び共益費を除く。）を受領してサービスを提供していること

（サービスを提供する事業者が人的関係，資本関係等において当該施設と密接な関係を

有する場合を含む。）。

⑵ 居室使用料が無料又は生活保護法第８条に規定する厚生労働大臣の定める基準（同法第

１１条第１項第３号に規定する住宅扶助に係るものに限る。）に基づく額以下であること。

第２章 基本方針

（基本方針）

第４条 無料低額宿泊所は，入居者が地域において自立した日常生活又は社会生活を営むこと

ができるよう，現に住居を求めている生計困難者につき，無料又は低額な料金で，居室その

他の設備を利用させるとともに，その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができ

るよう必要なサービスを適切かつ効果的に行うものでなければならない。

２ 無料低額宿泊所は，入居者の意思及び人格を尊重して，常に当該入居者の立場に立った

サービスの提供に努めなければならない。

３ 無料低額宿泊所は，基本的に一時的な居住の場であることに鑑み，入居者の心身の状況，

その置かれている環境等に照らし，当該入居者が独立して日常生活を営むことができるか常

に把握しなければならない。

４ 無料低額宿泊所は，独立して日常生活を営むことができると認められる入居者に対し，当

該入居者の希望，退居後に置かれることとなる環境等を勘案し，当該入居者の円滑な退居の

ための必要な援助に努めなければならない。

５ 無料低額宿泊所は，地域との結び付きを重視した運営を行い，都道府県，市町村（特別区



を含む。以下同じ。），生計困難者の福祉を増進することを目的とする事業を行う者その他

の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との連携に努めなければならない。

第３章 設備及び運営に関する基準

（構造設備等の一般原則）

第５条 無料低額宿泊所の配置，構造及び設備は，日照，採光，換気等入居者の保健衛生に関

する事項及び防災について十分考慮されたものでなければならない。

（設備の専用）

第６条 無料低額宿泊所の設備は，専ら当該無料低額宿泊所の用に供するものでなければなら

ない。ただし，入居者に提供するサービスに支障がない場合には，この限りでない。

（職員等の資格要件）

第７条 無料低額宿泊所の長（以下「施設長」という。）は，法第１９条第１項各号のいずれ

かに該当する者若しくは社会福祉事業等に２年以上従事した者又はこれらと同等以上の能力

を有すると認められる者でなければならない。

２ 無料低額宿泊所は，当該無料低額宿泊所の職員（施設長を除く。）について，できる限り

法第１９条第１項各号のいずれかに該当する者とするよう努めるものとする。

３ 無料低額宿泊所の職員（施設長を含む。第２３条を除き，以下同じ。）その他の無料低額

宿泊所の運営に携わる者は，暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日

から５年を経過しない者であってはならない。

（運営規程）

第８条 無料低額宿泊所は，次に掲げる施設の運営についての重要事項に関する規程（以下

「運営規程」という。）を定めておかなければならない。

⑴ 施設の目的及び運営の方針

⑵ 職員の職種，員数及び職務の内容

⑶ 入居定員

⑷ 入居者に提供するサービスの内容及び利用料その他の費用の額

⑸ 施設の利用に当たっての留意事項

⑹ 非常災害対策

⑺ その他施設の運営に関する重要事項

２ 無料低額宿泊所は，前項に規定する運営規程を定め，又は変更したときは，本市に届け出



なければならない。

（非常災害対策）

第９条 無料低額宿泊所は，消火設備その他の非常災害（震災，風水害等を含む。以下この条

において同じ。）に際して必要な設備を設けなければならない。

２ 無料低額宿泊所は，非常災害に関する具体的計画を立て，非常災害時の関係機関への通報

及び連絡体制を整備し，それらを定期的に職員に周知するとともに，少なくとも１年に１回，

定期的に避難，救出その他必要な訓練を行わなければならない。

３ 前項の非常災害に関する具体的計画の概要は，当該施設内の見やすい場所に掲示しなけれ

ばならない。

（自然災害発生時の協力）

第１０条 無料低額宿泊所は，震災，風水害等が発生した場合において，災害の状況により市

長から協力を求められたときは，被災者支援のための職員の派遣，被災者の一時的な受入れ

等について配慮するよう努めなければならない。

（記録の整備）

第１１条 無料低額宿泊所は，設備，職員及び会計に関する諸記録を整備しておかなければな

らない。

２ 無料低額宿泊所は，入居者に提供するサービスの状況に関する次の各号に掲げる記録を整

備し，その完結の日から５年間保存しなければならない。

⑴ 提供した具体的なサービスの内容等の記録

⑵ 第３２条第２項に規定する苦情の内容等の記録

⑶ 第３４条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録

（規模）

第１２条 無料低額宿泊所は，５人以上の人員を入居させることができる規模を有するもので

なければならない。

（サテライト型住居の設置）

第１３条 無料低額宿泊所は，本体となる施設（入居定員が５人以上１０人以下のものに限る。

以下この条において「本体施設」という。）と一体的に運営される附属施設であって，利用

期間が原則として１年以下のもの（入居定員が４人以下のものに限る。以下「サテライト型

住居」という。）を設置することができる。

２ サテライト型住居は，本体施設からおおむね２０分で移動できる範囲に設置する等，入居



者へのサービス提供に支障がないものとする。

３ 一の本体施設に附属することができるサテライト型住居の数は，次の各号に掲げる職員配

置の基準に応じ，それぞれ当該各号に定める数とする。

⑴ 第７条第１項及び第３項の要件を満たす者が施設長のみ ４以下

⑵ 第７条第１項及び第３項の要件を満たす者が施設長のほか１人以上 ８以下

４ 無料低額宿泊所（サテライト型住居を設置するものに限る。次項において同じ。）の入居

定員の合計は，次の各号に掲げる職員配置の基準に応じ，それぞれ当該各号に定める人数と

する。

⑴ 第７条第１項及び第３項の要件を満たす者が施設長のみ ２０人以下

⑵ 第７条第１項及び第３項の要件を満たす者が施設長のほか１人以上 ４０人以下

５ 無料低額宿泊所は，サテライト型住居について，第１１条各項に規定する記録のほか，第

２２条の規定による状況把握の実施に係る記録を整備し，その完結の日から５年間保存しな

ければならない。

（設備の基準）

第１４条 無料低額宿泊所の建物は，建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）の規定を遵守

するものでなければならない。

２ 無料低額宿泊所の建物は，消防法（昭和２３年法律第１８６号）の規定を遵守するもので

なければならない。

３ 前項の規定にかかわらず，無料低額宿泊所は，消火器の設置，自動火災報知設備等の防火

に係る設備の整備に努めなければならない。

４ 無料低額宿泊所には，次に掲げる設備を設けなければならない。ただし，社会福祉施設そ

の他の施設の設備を利用することにより，当該無料低額宿泊所の効果的な運営を期待するこ

とができる場合であって，入居者に提供するサービスに支障がないときは，設備の一部を設

けないことができる。

⑴ 居室

⑵ 炊事設備

⑶ 洗面所

⑷ 便所

⑸ 浴室

⑹ 洗濯室又は洗濯場



５ 無料低額宿泊所には，必要に応じ，次に掲げる設備その他の施設の円滑な運営に資する設

備を設けなければならない。

⑴ 共用室

⑵ 相談室

⑶ 食堂

６ 第４項各号に掲げる設備の基準は，次のとおりとする。

⑴ 居室

ア 一の居室の定員は，１人とすること。ただし，入居者がその者と生計を一にする配偶

者その他の親族と同居する等，２人以上で入居させることがサービスの提供上必要と認

められる場合は，この限りでない。

イ 地階に設けてはならないこと。

ウ 一の居室の床面積（収納設備を除く。）は，７．４３平方メートル以上とすること。

エ 居室の扉は，堅固なものとし，居室ごとに設けること。

オ 出入口は，屋外，廊下又は広間のいずれかに直接面して設けること。

カ 各居室の間仕切壁は，堅固なものとし，天井まで達していること。

⑵ 炊事設備 火気を使用する部分は，不燃材料を用いること。

⑶ 洗面所 入居定員に適したものを設けること。

⑷ 便所 入居定員に適したものを設けること。

⑸ 浴室

ア 入居定員に適したものを設けること。

イ 浴槽を設けること。

⑹ 洗濯室又は洗濯場 入居定員に適したものを設けること。

（職員配置の基準）

第１５条 無料低額宿泊所に置くべき職員の員数は，入居者の数及び提供するサービスの内容

に応じた適当数とし，そのうち１人は施設長としなければならない。

２ 当該無料低額宿泊所が生活保護法第３０条第１項ただし書に規定する日常生活支援住居施

設（以下「日常生活支援住居施設」という。）に該当する場合は，前項の規定にかかわらず，

日常生活支援住居施設としての職員配置の要件を満たさなければならない。

（入居申込者に対する説明，契約等）

第１６条 無料低額宿泊所は，居室の利用その他のサービスの提供の開始に際しては，あらか



じめ，入居申込者に対し，運営規程の概要，職員の勤務の体制，当該サービスの内容及び費

用その他の入居申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付

して説明を行うとともに，居室の利用に係る契約とそれ以外のサービスの提供に係る契約を

それぞれ文書により締結しなければならない。

２ 無料低額宿泊所は，前項の契約又は当該契約の更新において，契約期間（１年以内のもの

に限る。ただし，居室の利用に係る契約については，建物の賃貸借契約（借地借家法（平成

３年法律第９０号）第３８条の規定による定期建物賃貸借を除く。）の場合は，１年とす

る。）及び解約に関する事項を定めなければならない。

３ 無料低額宿泊所は，前項の契約期間の満了前に，あらかじめ入居者の意向を確認するとと

もに，法第１４条第１項の規定に基づき都道府県又は市町村が設置する福祉に関する事務所

（以下「福祉事務所」という。）等都道府県又は市町村の関係機関と，当該入居者が継続し

て無料低額宿泊所を利用する必要性について協議しなければならない。

４ 無料低額宿泊所は，第２項の解約に関する事項において，入居者の権利を不当に狭めるよ

うな条件を定めてはならない。

５ 無料低額宿泊所は，第２項の解約に関する事項において，入居者が解約を申し入れたとき

は，速やかに当該契約を終了する旨を定めなければならない。

６ 無料低額宿泊所は，第１項の契約又は当該契約の更新において，入居申込者に対し，保証

人を立てさせてはならない。

７ 無料低額宿泊所は，入居申込者からの申出があった場合には，第１項の規定による文書の

交付に代えて，第１０項で定めるところにより，当該入居申込者の承諾を得て，当該文書に

記すべき重要事項及び第２項の事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の

技術を利用する方法であって次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方法」とい

う。）により提供することができる。この場合において，当該無料低額宿泊所は，当該文書

を交付したものとみなす。

⑴ 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの

ア 無料低額宿泊所の使用に係る電子計算機と入居申込者の使用に係る電子計算機とを接

続する電気通信回線を通じて送信し，受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファ

イルに記録する方法

イ 無料低額宿泊所の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された第１項の

重要事項及び第２項の事項を電気通信回線を通じて入居申込者の閲覧に供し，当該入居



申込者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該重要事項等を記録する方法

（電磁的方法による提供を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあっては，

無料低額宿泊所の使用に係る電子計算機に備えられたファイルにその旨を記録する方

法）

⑵ 磁気ディスク，シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確実

に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに第１項の重要事項及び第２項

の事項を記録したものを交付する方法

８ 前項に掲げる方法は，入居申込者がファイルへの記録を出力することにより文書を作成す

ることができるものでなければならない。

９ 第７項第１号の電子情報処理組織とは，無料低額宿泊所の使用に係る電子計算機と，入居

申込者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。

１０ 無料低額宿泊所は，第７項の規定により第１項の重要事項及び第２項の事項を提供しよ

うとするときは，あらかじめ，当該入居申込者に対し，その用いる次に掲げる電磁的方法の

種類及び内容を示し，文書又は電磁的方法による承諾を得なければならない。

⑴ 第７項各号に規定する方法のうち無料低額宿泊所が使用するもの

⑵ ファイルへの記録の方式

１１ 前項の規定による承諾を得た無料低額宿泊所は，当該入居申込者から文書又は電磁的方

法により電磁的方法による提供を受けない旨の申出があったときは，当該入居申込者に対し，

第１項の重要事項及び第２項の事項の提供を電磁的方法によってしてはならない。ただし，

当該入居申込者が再び前項の規定による承諾をした場合は，この限りでない。

（入退居）

第１７条 無料低額宿泊所は，入居予定者の入居に際しては，その者の心身の状況，生活の状

況等の把握に努めなければならない。

２ 無料低額宿泊所は，入居者の心身の状況，入居中に提供することができるサービスの内容

等に照らし，無料低額宿泊所において日常生活を営むことが困難となったと認められる入居

者に対し，その者の希望，その者が退居後に置かれることとなる環境等を勘案し，その者の

状態に適合するサービスに関する情報の提供を行うとともに，適切な他のサービスを受ける

ことができるよう必要な援助に努めなければならない。

３ 無料低額宿泊所は，入居者の退居に係る援助に際しては，福祉事務所等都道府県又は市町

村の関係機関，相談等の支援を行う保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者等との



密接な連携に努めなければならない。

（利用料の受領）

第１８条 無料低額宿泊所は，入居者から利用料として，次に掲げる費用（第７号については，

当該無料低額宿泊所が日常生活支援住居施設である場合に限る。）を受領することができる。

⑴ 食事の提供に要する費用

⑵ 居室使用料

⑶ 共益費

⑷ 光熱水費

⑸ 日用品費

⑹ 基本サービス費

⑺ 入居者が選定する日常生活上の支援に関するサービスの提供に要する費用

２ 前項各号に掲げる利用料の基準は，次のとおりとする。

⑴ 食事の提供に要する費用 食材費及び調理等に関する費用に相当する金額とすること。

⑵ 居室使用料

ア 当該無料低額宿泊所の整備に要した費用，修繕費，管理事務費，地代に相当する額等

を基礎として合理的に算定された金額とすること。

イ アに規定する金額以外に，敷金，権利金，謝金等の金品を受領しないこと。

⑶ 共益費 共用部分の清掃，備品の整備等の共用部分の維持管理に要する費用に相当する

金額とすること。

⑷ 光熱水費 居室及び共用部分に係る光熱水費に相当する金額とすること。

⑸ 日用品費 入居者本人が使用する日用品の購入費に相当する金額とすること。

⑹ 基本サービス費 入居者の状況把握等の業務に係る人件費，事務費等に相当する金額と

すること。

⑺ 入居者が選定する日常生活上の支援に関するサービスの提供に要する費用

ア 人件費，事務費等（前号の基本サービス費に係るものを除く。）に相当する金額とす

ること。

イ 日常生活支援住居施設として受領する委託費を除くこと。

（サービス提供の方針）

第１９条 無料低額宿泊所は，入居者の健康保持に努めるほか，当該入居者が安心して生き生

きと明るく生活できるよう，その心身の状況や希望に応じたサービスの提供を行うとともに，



生きがいをもって生活できるようにするための機会を適切に提供しなければならない。

２ 無料低額宿泊所は，入居者にとって当該無料低額宿泊所全体が一つの住居であることに鑑

み，入居者が共用部分を円滑に使用できるよう配慮した運営を行わなければならない。

３ 無料低額宿泊所は，プライバシーの確保に配慮した運営を行わなければならない。

４ 無料低額宿泊所の職員は，入居者に対するサービスの提供に当たっては，懇切丁寧に行う

ことを旨とし，当該入居者に対し，サービスの提供を行う上で必要な事項について，理解し

やすいように説明を行わなければならない。

（食事）

第２０条 無料低額宿泊所は，入居者に食事を提供する場合，量及び栄養並びに当該入居者の

心身の状況及び嗜好を考慮した食事を，適切な時間に提供しなければならない。
し

（入浴）

第２１条 無料低額宿泊所は，入居者に対し１日に１回の頻度で入浴の機会を提供しなければ

ならない。ただし，やむを得ない事情があるときは，あらかじめ，当該入居者に対し当該事

情の説明を行うことにより，１週間に３回以上の頻度とすることができる。

（状況把握）

第２２条 無料低額宿泊所は，原則として１日に１回以上，入居者に対し居室への訪問等の方

法による状況把握を行わなければならない。

（施設長の責務）

第２３条 施設長は，無料低額宿泊所の職員の管理，入退居に係る調整，業務の実施状況の把

握その他の管理を一元的に行わなければならない。

２ 施設長は，職員にこの章の規定を遵守させるために必要な指揮命令を行うものとする。

（職員の責務）

第２４条 無料低額宿泊所の職員は，入居者からの相談に応じるとともに，適切な助言及び必

要な支援を行わなければならない。

（勤務体制の確保等）

第２５条 無料低額宿泊所は，入居者に対し，適切なサービスを提供できるよう，職員の勤務

体制を整備しておかなければならない。

２ 無料低額宿泊所は，職員に対し，その資質の向上のための研修の機会を確保しなければな

らない。

３ 無料低額宿泊所は，職員の処遇について，労働に関する法令の規定を遵守するとともに，



職員の待遇の向上に努めなければならない。

（定員の遵守）

第２６条 無料低額宿泊所は，入居定員及び居室の定員を超えて入居させてはならない。ただ

し，災害その他のやむを得ない事情がある場合は，この限りでない。

（衛生管理等）

第２７条 無料低額宿泊所は，入居者の使用する設備，食器等又は飲用に供する水について，

衛生的な管理に努め，又は衛生上必要な措置を講じなければならない。

２ 無料低額宿泊所は，当該無料低額宿泊所において感染症，食中毒又は害虫が発生し，又は

まん延しないように必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

（日常生活に係る金銭管理）

第２８条 入居者の金銭の管理は，当該入居者本人が行うことを原則とする。ただし，金銭の

適切な管理を行うことに支障がある入居者であって，無料低額宿泊所による金銭の管理を希

望するものに対し，次に掲げるところにより無料低額宿泊所が，日常生活に係る金銭を管理

することを妨げない。

⑴ 成年後見制度その他の金銭の管理に係る制度をできる限り活用すること。

⑵ 無料低額宿泊所が管理する金銭は，当該入居者に係る金銭及びこれに準ずるもの（これ

らの運用により生じた収益を含む。以下この条において「金銭等」という。）であって，

日常生活を営むために必要な金額に限ること。

⑶ 金銭等を無料低額宿泊所が有する他の財産と区分すること。

⑷ 金銭等は，当該入居者の意思を尊重して管理すること。

⑸ 第１６条第１項に規定する契約とは別に，当該入居者の日常生活に係る金銭等の管理に

係る事項のみを内容とする契約を締結すること。

⑹ 金銭等の出納を行う場合は，無料低額宿泊所の職員が２人以上で確認を行う等の適切な

体制を整備すること。

⑺ 入居者ごとに金銭等の収支の状況を明らかにする帳簿を整備するとともに，収支の記録

について定期的に入居者本人に報告を行うこと。

⑻ 当該入居者が退居する場合には，速やかに，管理する金銭等を当該入居者に返還するこ

と。

⑼ 金銭等の詳細な管理方法，入居者本人に対する収支の記録の報告方法等について管理規

程を定めること。



⑽ 前号の管理規程を定め，又は変更したときは，本市に届け出ること。

⑾ 当該入居者が被保護者である場合は，当該入居者の金銭等の管理に係る契約の締結時又

は変更時には，福祉事務所にその旨の報告を行うこと。

⑿ 金銭等の管理の状況について，本市の求めに応じて速やかに報告できる体制を整えてお

くこと。

（掲示及び公表）

第２９条 無料低額宿泊所は，入居者の見やすい場所に，運営規程の概要，職員の勤務の体制

その他入居者のサービスの選択に資すると認められる事項を掲示しなければならない。

２ 無料低額宿泊所は，運営規程を公表するとともに，毎会計年度終了後３月以内に，貸借対

照表，損益計算書等の収支の状況に係る書類を公表しなければならない。

（秘密保持等）

第３０条 無料低額宿泊所の職員は，正当な理由がなく，その業務上知り得た入居者の秘密を

漏らしてはならない。

２ 無料低額宿泊所は，当該無料低額宿泊所の職員であった者が，正当な理由がなく，その業

務上知り得た入居者の秘密を漏らすことがないよう，必要な措置を講じなければならない。

（広告）

第３１条 無料低額宿泊所は，当該無料低額宿泊所について広告をする場合は，その内容が虚

偽又は誇大なものであってはならない。

（苦情への対応）

第３２条 無料低額宿泊所は，その提供したサービスに関する入居者の苦情に迅速かつ適切に

対応するために，苦情を受け付けるための窓口の設置その他の必要な措置を講じなければな

らない。

２ 無料低額宿泊所は，前項の苦情を受け付けた場合は，当該苦情の内容等を記録しなければ

ならない。

３ 無料低額宿泊所は，その提供したサービスに関し，本市から指導又は助言を受けた場合は，

当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。

４ 無料低額宿泊所は，本市からの求めがあった場合には，前項の改善の内容を本市に報告し

なければならない。

５ 無料低額宿泊所は，法第８３条に規定する運営適正化委員会が行う法第８５条第１項の規

定による調査にできる限り協力しなければならない。



（地域との連携等）

第３３条 無料低額宿泊所は，その運営に当たっては，地域住民又はその自発的な活動等との

連携及び協力を行う等の地域との交流に努めなければならない。

２ 無料低額宿泊所は，地域住民に対し，提供しているサービス等を明らかにするよう努めな

ければならない。

３ 無料低額宿泊所は，地域住民との連携の下に非常災害時の避難体制の構築に努めなければ

ならない。

（事故発生時の対応）

第３４条 無料低額宿泊所は，入居者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は，

速やかに本市，当該入居者の家族等に連絡を行うとともに，必要な措置を講じなければなら

ない。

２ 無料低額宿泊所は，前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録しなけれ

ばならない。

３ 無料低額宿泊所は，入居者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合

は，損害賠償を速やかに行わなければならない。

（サテライト型住居に係る設備の基準等の規定の適用）

第３５条 第１４条第３項から第５項までの規定は，サテライト型住居ごとに適用する。

第４章 雑則

（委任）

第３６条 この条例の施行に関し必要な事項は，市長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和２年４月１日から施行する。ただし，第１３条及び第３５条の規定は，

令和４年４月１日から施行する。

（居室に関する経過措置）

２ この条例の施行の際現に生活困窮者等の自立を促進するための生活困窮者自立支援法等の

一部を改正する法律（平成３０年法律第４４号）第５条の規定による改正前の法第６９条第

１項の規定による届出がなされている無料低額宿泊所が，事業の用に供している建物（基本

的な設備が完成しているものを含み，この条例の施行の後に増築され，又は全面的に改築さ



れた部分を除く。）について第１４条第６項第１号ア及びエからカまでの規定は，この条例

の施行後３年間は，適用しない。

（説 明）

無料低額宿泊所の設備及び運営の基準を定めるために，この条例を制定しようとするもので

ある。



２・１定 議案第 ５４ 号

旭川市国民健康保険条例等の一部を改正する条例の制定について

旭川市国民健康保険条例等の一部を改正する条例を次のように定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

旭川市国民健康保険条例等の一部を改正する条例

（旭川市国民健康保険条例の一部改正）

第１条 旭川市国民健康保険条例（昭和３４年旭川市条例第５号）の一部を次のように改正す

る。

第１２条の６中「５８万円」を「６１万円」に改める。

第１７条第１項中「５８万円」を「６１万円」に改め，同項第２号中「２８万円」を

「２８万５千円」に改め，同項第３号中「５１万円」を「５２万円」に改め，同条第３項及

び第４項中「５８万円」を「６１万円」に改める。

（旭川市国民健康保険条例の一部を改正する条例の一部改正）

第２条 旭川市国民健康保険条例の一部を改正する条例（平成３０年旭川市条例第２５号）の

一部を次のように改正する。

附則第５項中「２，５００円」を「２，０００円」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和２年４月１日から施行する。

（適用区分）

２ この条例による改正後の旭川市国民健康保険条例の規定は，令和２年度分の保険料から適

用し，令和元年度分までの保険料については，なお従前の例による。



（説 明）

国民健康保険法施行令の一部改正等に伴い，旭川市国民健康保険条例等の一部を改正しよう

とするものである。



２・１定 議案第 ５５ 号

旭川市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準

に関する条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例を

次のように定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

旭川市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準

に関する条例の一部を改正する条例

旭川市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例（平成２６年旭川市条例

第４７号）の一部を次のように改正する。

第１１条第３項各号列記以外の部分中「もの」を「もの（放課後児童支援員として従事する

最初の日の属する年度の翌年度の末日までに修了することを予定している者であって，放課後

児童健全育成事業に初めて従事するものその他市長が特に認めるものを含む。）」に改める。

附 則

この条例は，令和２年４月１日から施行する。

（説 明）

放課後児童支援員の要件に係る規定を整備するために，旭川市放課後児童健全育成事業の設

備及び運営の基準に関する条例の一部を改正しようとするものである。



２・１定 議案第 ５６ 号

旭川市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営の

基準に関する条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営の基準に関する条例の一

部を改正する条例を次のように定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

旭川市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営の

基準に関する条例の一部を改正する条例

旭川市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営の基準に関する条例（平

成２６年旭川市条例第５１号）の一部を次のように改正する。

附則第４項中「５年間」を「１０年間」に改める。

附 則

この条例は，令和２年４月１日から施行する。

（説 明）

幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い，

旭川市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営の基準に関する条例の一部

を改正しようとするものである。



２・１定 議案第 ５７ 号

旭川市愛育センター条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市愛育センター条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

旭川市愛育センター条例の一部を改正する条例

旭川市愛育センター条例（昭和５６年旭川市条例第２５号）の一部を次のように改正する。

第１条中「いう。第３条の２において同じ」を「いう」に改める。

第３条を削る。

第３条の２第１項中「みどり学園」を「センター」に，「主として知的障害のある児童に対

し同法」を「同法」に，「主として障害児に対し同条第７項」を「同条第７項」に改め，同条

第２項を削り，同条を第３条とする。

附 則

１ この条例は，令和２年４月１日から施行する。

２ 旭川市こども通園センター条例（平成１５年旭川市条例第１７号）は，廃止する。

（説 明）

愛育センターの構成を変更するために，旭川市愛育センター条例の一部を改正しようとする

ものである。



２・１定 議案第 ５８ 号

旭川市動物愛護センター条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市動物愛護センター条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

旭川市動物愛護センター条例の一部を改正する条例

旭川市動物愛護センター条例（平成２４年旭川市条例第４４号）の一部を次のように改正す

る。

第３条第１号中「愛護」を「愛護及び管理」に，「普及啓発」を「広報その他の啓発活動」

に改め，同条第３号中「センターが引き取り，又は収容」を「犬又は猫の引取り又は収容並び

に引取り又は収容を」に改める。

第５条第１項第１号中「次号において」を「以下」に改める。

第６条を第７条とし，第５条の次に次の１条を加える。

（動物愛護管理員）

第６条 センターに，法第３７条の３第１項に規定する動物愛護管理担当職員として，動物愛

護管理員を置く。

附 則

この条例は，令和２年６月１日から施行する。

（説 明）

動物の愛護及び管理に関する法律の一部改正に伴い，旭川市動物愛護センター条例の一部を

改正しようとするものである。



２・１定 議案第 ５９ 号

旭川市食品衛生法施行条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市食品衛生法施行条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

旭川市食品衛生法施行条例の一部を改正する条例

旭川市食品衛生法施行条例（平成１２年旭川市条例第４９号）の一部を次のように改正する。

第２条及び第３条を次のように改める。

第２条及び第３条 削除

第１０条第１項中「別表第１の１１，別表第２の８，別表第３の１０又は別表第４の６に規

定する」を「食品衛生法施行規則（昭和２３年厚生省令第２３号）別表第１７の１のイの規定

により」に，「定め，若しくは自らが食品衛生責任者となった」を「定めた」に改める。

第１２条第２項中「前項」を「第１項」に改め，同項を同条第３項とし，同条第１項中「別

表第１の１５の⑽に規定するふぐの処理に関する責任者（以下この条において「ふぐ処理責任

者」という。）」を「ふぐ処理責任者」に改め，同項を同条第２項とし，同項の前に次の１項

を加える。

ふぐを取り扱う営業者は，施設ごとに，当該施設の営業に従事する者のうちから，規則で

定める資格を有するふぐの処理に関する責任者（以下この条において「ふぐ処理責任者」と

いう。）を定めなければならない。ただし，営業者が自らふぐ処理責任者となる施設につい

ては，この限りでない。

第１４条第１項中「別表第７」を「別表」に改める。

別表第１から別表第６までを削り，別表第７の１５中「魚介類せり売営業」を「魚介類競り

売り営業」に改め，同表の１６中「魚肉ねり製品製造業」を「魚肉練り製品製造業」に改め，

同表の２６中「醤油製造業」を「しょうゆ製造業」に改め，同表の３１中「めん類製造業」を
しょうゆ



「麺類製造業」に改め，同表を別表とする。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和２年６月１日から施行する。

（経過措置）

２ 令和３年５月３１日までの間は，この条例による改正後の旭川市食品衛生法施行条例第

１０条及び第１２条の規定は適用せず，この条例による改正前の旭川市食品衛生法施行条例

（以下「旧条例」という。）第２条，第３条，第１０条，第１２条及び別表第１から別表第

６までの規定は，なおその効力を有する。この場合において，旧条例第２条中「法第５０条

第２項」とあるのは「食品衛生法等の一部を改正する法律（平成３０年法律第４６号）第１

条の規定による改正前の法（別表第２の７において「旧法」という。）第５０条第２項」と，

旧条例別表第２の７中「法」とあるのは「旧法」とする。

（説 明）

食品衛生法等の一部改正に伴い，旭川市食品衛生法施行条例の一部を改正しようとするもの

である。



２・１定 議案第 ６０ 号

旭川市スポーツ推進条例の制定について

旭川市スポーツ推進条例を次のように定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

旭川市スポーツ推進条例

（目的）

第１条 この条例は，スポーツの推進に関し基本理念を定め，並びに市の責務並びに市民，ス

ポーツ団体及び事業者（以下「市民等」という。）の役割を明らかにするとともに，スポー

ツの推進に関する施策の基本となる事項を定めることにより，その施策を総合的かつ計画的

に推進し，もって健全な市民生活の形成及び活力ある地域社会の実現に寄与することを目的

とする。

（定義）

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。

⑴ スポーツ活動 スポーツをすること若しくは見ること又はこれらを支援することをいう。

⑵ スポーツ団体 市内でスポーツ活動その他スポーツの推進のための事業を行う団体をい

う。

⑶ 事業者 市内で事業を営む個人又は法人その他の団体（前号に掲げるスポーツ団体を除

く。）をいう。

（基本理念）

第３条 スポーツの推進に当たっては，全ての市民が，自らの関心や適性，健康状態に応じて，

共生の理念の下，生涯にわたりスポーツに親しむことができるような環境の整備が図られな

ければならない。

２ スポーツの推進に当たっては，市及び市民等がそれぞれの責務又は役割を理解し，相互の



連携及び協力が図られなければならない。

３ スポーツの推進に当たっては，スポーツを行う者の体力の向上及び健康の保持増進並びに

スポーツに関する競技水準の向上に資する施策が効果的に行われなければならない。

４ スポーツの推進に当たっては，スポーツ活動を通じて，全ての世代の人々の交流の促進及

び地域における交流の基盤の形成が図られなければならない。

５ スポーツの推進に当たっては，スポーツ活動を通じて，市民等と市外のスポーツに携わる

ものとの交流が促進され，地域経済の活性化が図られなければならない。

（市の責務）

第４条 市は，前条に規定する基本理念にのっとり，スポーツの推進に関する施策を策定し，

これを総合的かつ計画的に実施するものとする。

２ 市は，スポーツの推進に関する施策に市民等の意見を反映させるよう努めるものとする。

（市民の役割）

第５条 市民は，自らがスポーツの担い手であることを自覚し，自主的かつ積極的にスポーツ

活動を行うよう努めるものとする。

（スポーツ団体の役割）

第６条 スポーツ団体は，本市におけるスポーツの推進の担い手であることを認識し，市民が

スポーツに親しむことができる環境の整備及び市民のスポーツに関する競技水準の向上に努

めるものとする。

（事業者の役割）

第７条 事業者は，市民がスポーツ活動を行いやすい職場環境の整備その他の必要な支援に努

めるものとする。

（スポーツ選手の育成）

第８条 市は，スポーツ団体その他のスポーツに携わるものと連携し，スポーツ選手を育成す

るために必要な施策の推進に努めるものとする。

（スポーツに親しむ機会の提供）

第９条 市は，スポーツ活動を行うに当たっての様々な支障に配慮しつつ，市民がスポーツに

親しむために必要な施策の推進に努めるものとする。

２ 市は，その豊かな自然環境，都市機能などの地域特性を生かし，スポーツ合宿，スポーツ

大会及びプロスポーツの試合の誘致等により，市民がスポーツに親しむ機会を提供するよう

努めるものとする。



（市民等との意見交換）

第１０条 市は，市民等と協力しながらスポーツの推進に関する施策を総合的に推進するため

に，市民等とのスポーツに関する意見交換の機会を確保するよう努めるものとする。

（推進計画）

第１１条 市長は，スポーツの推進に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため，スポー

ツの推進に関する計画（以下「推進計画」という。）を策定するものとする。

２ 市長は，推進計画を策定しようとするときは，あらかじめ，旭川市スポーツ推進審議会条

例（平成３０年旭川市条例第１７号）で定める旭川市スポーツ推進審議会の意見を聴かなけ

ればならない。

３ 市長は，推進計画を策定したときは，遅滞なく，これを公表しなければならない。

４ 前２項の規定は，推進計画の変更について準用する。

（委任）

第１２条 この条例の施行に関し必要な事項は，市長が別に定める。

附 則

この条例は，令和２年４月１日から施行する。

（説 明）

スポーツの推進に関する施策の基本となる事項を定めることにより，その施策を総合的かつ

計画的に推進し，もって健全な市民生活の形成及び活力ある地域社会の実現に寄与するために，

この条例を制定しようとするものである。



２・１定 議案第 ６１ 号

旭川市２１世紀の森施設条例等の一部を改正する条例の制定について

旭川市２１世紀の森施設条例等の一部を改正する条例を次のように定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

旭川市２１世紀の森施設条例等の一部を改正する条例

（旭川市２１世紀の森施設条例の一部改正）

第１条 旭川市２１世紀の森施設条例（昭和６３年旭川市条例第２３号）の一部を次のように

改正する。

第４条第１項中「第２条の２各号（第５号及び第１０号を除く。）」を「第２条の２各

号」に改める。

（旭川市２１世紀の森施設条例の一部を改正する条例の一部改正）

第２条 旭川市２１世紀の森施設条例の一部を改正する条例（令和元年旭川市条例第８５号）

の一部を次のように改正する。

附則第４項中「納入した場合又は」を「納入した者又は」に，「場合における適用日以後

の使用」を「者が，適用日以後に改正後の条例第２条の２第１０号に規定するパークゴルフ

場を使用する場合」に，「納入した回数券」を「納入した回数券，１年券」に，「係る使用

料については，第２項及び改正後の条例別表第６の規定にかかわらず，なお従前の例によ

る」を「おいては，当該使用料の納入をもって，改正後の条例第５条第１項の規定により使

用料を徴収したものとみなす」に改める。

附 則

この条例は，令和２年４月１日から施行する。ただし，第２条の規定は，公布の日から施行

する。



（説 明）

使用の承認に係る規定を整備する等のために，旭川市２１世紀の森施設条例等の一部を改正

しようとするものである。



２・１定 議案第 ６２ 号

旭川市公民館条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市公民館条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

旭川市公民館条例の一部を改正する条例

旭川市公民館条例（昭和３４年旭川市条例第７号）の一部を次のように改正する。

別表１中「
同

旭川市東旭川町旭正
旭正分館

」を削る。

附 則

この条例は，令和２年４月１日から施行する。

（説 明）

旭川市東旭川公民館旭正分館を廃止するために，旭川市公民館条例の一部を改正しようとす

るものである。



２・１定 議案第 ６３ 号

旭川市屋外広告物条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市屋外広告物条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

旭川市屋外広告物条例の一部を改正する条例

旭川市屋外広告物条例（平成１１年旭川市条例第５７号）の一部を次のように改正する。

第１８条第１項中「行為者等」を「行為者等又は広告物若しくは掲出物件の所有者若しくは

占有者」に改め，同条の次に次の１条を加える。

（点検）

第１８条の２ 行為者等又は広告物若しくは掲出物件の所有者若しくは占有者は，規則で定め

る広告物又は掲出物件について，次の各号のいずれかに該当する者に，当該広告物又は掲出

物件の本体，接合部，支持部分等の劣化及び損傷の状況の点検をさせなければならない。

⑴ 第２２条第２項第１号から第３号までのいずれかに該当する者

⑵ その他必要な知識及び技能を有すると市長が認める者

第２２条第２項第３号を次のように改める。

⑶ 第２６条第１項に規定する講習会又は広告物の表示及び掲出物件の設置に関し必要な知

識の修得を目的として都道府県，指定都市若しくは本市以外の中核市が行う講習会の課程

を修了した者で，次のいずれかに該当するもの

ア 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条第２項又は第３項に規定する１級建築

士又は２級建築士

イ 電気工事士法（昭和３５年法律第１３９号）第４条の２第１項の規定により特種電気

工事資格者認定証（ネオン工事に係るものに限る。）の交付を受けた者

ウ 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第４４条第１項第１号から第３号までに規



定する第１種電気主任技術者免状，第２種電気主任技術者免状又は第３種電気主任技術

者免状の交付を受けた者

第２２条第２項中第４号を削り，第５号を第４号とする。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の旭川市屋外広告物条例第２７条第１項の

規定により業務主任者に選任されている者は，令和３年３月３１日までの間は，この条例に

よる改正後の旭川市屋外広告物条例第１８条の２に規定する点検をすることができる。

（説 明）

屋外広告物等の管理等に係る規定を整備するために，旭川市屋外広告物条例の一部を改正し

ようとするものである。



２・１定 議案第 ６４ 号

旭川市都市公園条例等の一部を改正する条例の制定について

旭川市都市公園条例等の一部を改正する条例を次のように定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

旭川市都市公園条例等の一部を改正する条例

（旭川市都市公園条例の一部改正）

第１条 旭川市都市公園条例（昭和３２年旭川市条例第２２号）の一部を次のように改正する。

別表⑸中

「
午前６時から午後７時
（球技場（夜間照明を
備えるものに限る。）

東光スポーツ 軟式野球場 にあつては，午後９
公園施設 ４月２０日から１０月２０日まで 時）まで

球技場

パークゴルフ場 午前７時から午後６時
４月２０日から１０月２０日まで （６月１日から９月３０
（木曜日を除く。） 日までにあつては，午

後７時）まで
」を

「
午前６時から午後７時
まで

東光スポーツ 軟式野球場（第一
公園施設 球場及び第二球場）

軟式野球場（第三 午前５時から午後７時
球場）

４月２０日から１０月２０日まで
まで

球技場 午前６時から午後７時
（夜間照明を備えるも
のにあつては，午後９
時）まで



パークゴルフ場 午前７時から午後６時
４月２０日から１０月２０日まで （６月１日から９月３０
（木曜日を除く。） 日までにあつては，午

後７時）まで

武道館 １月５日から１２月２９日まで 午前９時から午後９時
（毎月第４木曜日（その日が休日 まで
に当たるときは，その翌日）を除
く。）

」に，

「
ゲートボール場

秋月橋左岸広 軟式野球場
場施設

サッカー兼ラグ ４月２０日から１０月２０日まで
ビー場

硬式兼軟式テニス
コート

」を

「
ゲートボール場 ４月２０日から１０月２０日まで

」に

改める。

別表⑹花咲スポーツ公園施設の項中

「 「
⑹ 「共通回数券」と ⑹ 「共通回数券」と
は，花咲スポーツ公園 は，花咲スポーツ公園
施設の陸上競技場，和 施設の陸上競技場，和
弓場，洋弓場，スケー 弓場，洋弓場，スケー
ト場及びプール，忠和 ト場及びプール，東光
公園施設体育館，東豊 スポーツ公園施設武道
公園施設体育館，常磐 館，忠和公園施設体育
公園施設プール，新富 館，東豊公園施設体育
公園施設プール，千代 館，常磐公園施設プー
の山公園施設プール， ル，新富公園施設プー
旭川市総合体育館条例 ル，千代の山公園施設
（昭和５４年旭川市条例 プール，旭川市総合体
第１６号）に規定する旭 育館条例（昭和５４年
川市総合体育館（以下 旭川市条例第１６号）
「総合体育館」とい に規定する旭川市総合
う。），旭川市地区体 体育館（以下「総合体
育センター条例（平成 育館」という。），旭
４年旭川市条例第２０ 川市地区体育センター
号）に規定する旭川市 条例（平成４年旭川市
東地区体育センター並 条例第２０号）に規定
びに旭川市スケートリ する旭川市東地区体育
ンク条例（昭和４５年 センター並びに旭川市
旭川市条例第４２号） スケートリンク条例
に規定する旭川市東部 （昭和４５年旭川市条
スケートリンク（以下 例第４２号）に規定す
「リンク」という。） る旭川市東部スケート



を使用する場合に使用 リンク（以下「リン
することができるもの ク」という。）を使用
をいう。以下同じ。 する場合に使用するこ

とができるものをい
う。以下同じ。

」を 」に，同表東光スポーツ

公園施設の項中「 「
⑶ 「全日」とは午前 ⑶ 「全日」とは午前
９時から午後５時ま ９時から午後５時ま
で，「午前」とは午前 で，「午前」とは午前
９時から正午まで， ９時から正午まで，
「午後」とは午後１時 「午後」とは午後１時
から午後５時まで， から午後５時まで，
「早朝」とは午前６時 「早朝」とは午前６時
から午前９時まで， （軟式野球場（第三球
「夜間」とは午後５時 場）にあつては，午前
から午後７時（球技場 ５時）から午前９時ま
（夜間照明を備えるも で，「夜間」とは午後
のに限る。）にあつて ５時から午後７時（球
は，午後９時）までを 技場（夜間照明を備え
いう。 るものに限る。）にあ

つては，午後９時）ま
でをいう。

」を 」に，

「

高校生 １日 240円



」を

「

高校生 １日 240円

武道 全日 16,560円 ⑴ 「全日」とは午前９
館 時から午後９時まで，

午前 4,140円 「午前」とは午前９時
から正午まで，「午

午後 5,520円 後」とは午後１時から
午後５時まで，「夜

夜間 4,140円 間」とは午後６時から
午後９時まで，「早

早朝・深夜等 1,380円 朝・深夜等」とは，午
武 １時間につき 前９時以前，正午から
道 午後１時までの間，午
場 全日 33,120円 後５時から午後６時ま

ス
ポ
ー
ツ



そ
での間及び午後９時以

の 午前 8,280円 降をいう。

他 ⑵ 使用面積が３分の

の
午後 11,040円 ２，２分の１又は３分

催
の１の場合の使用料

し 夜間 8,280円 は，当該使用料の３分

物 の２，２分の１又は３
早朝・深夜等

2,760円
分の１の額とする。

１時間につき ⑶ 体力チェック機及び
専用 シャワーを使用した場

全日 6,000円 合は，その実費を徴収
する。

午前 1,500円 ⑷ １月券及び３月券
は，武道館の使用のほ

体験学 午後 2,000円 か，忠和公園施設体育
習室 館，東豊公園施設体育

夜間 1,500円 館及び総合体育館を使
用する場合にも使用す

早朝・深夜等
500円

ることができる。
１時間につき

全日 9,720円

午前 2,430円

トレー
ニング

午後 3,240円

室
夜間 2,430円

早朝・深夜等
810円

１時間につき

１回につき 220円

共通回数券 1,100円
大人 （６回分）

１月券 1,760円

３月券 4,400円
個人

１回につき 150円

共通回数券
750円

高校生
（６回分）

１月券 1,200円

３月券 3,000円
」に

改め，同表忠和公園施設の項中

「 「
⑶ １月券及び３月券 ⑶ １月券及び３月券
は，体育館の使用のほ は，体育館の使用のほ
か，東豊公園施設体育 か，東光スポーツ公園
館及び総合体育館を使 施設武道館，東豊公園
用する場合にも使用す 施設体育館及び総合体



ることができる。 育館を使用する場合に
も使用することができ
る。

」を 」に改め，同表東豊公園

施設の項中「 「
１月券及び３月券は，体 １月券及び３月券は，体
育館の使用のほか，忠和 育館の使用のほか，東光
公園施設体育館及び総合 スポーツ公園施設武道
体育館を使用する場合に 館，忠和公園施設体育館
も使用することができ 及び総合体育館を使用す
る。 る場合にも使用すること

ができる。
」を 」に改める。

（旭川市都市公園条例の一部を改正する条例の一部改正）

第２条 旭川市都市公園条例の一部を改正する条例（令和元年旭川市条例第９８号）の一部を

次のように改正する。

附則第４項及び第５項中「使用する場合」を「使用する場合（忠別広場施設パークゴルフ

場，永山橋左岸広場施設パークゴルフ場，永山橋下流右岸広場施設パークゴルフ場及び両神

橋下流右岸広場施設パークゴルフ場を使用する場合を除く。）」に改め，附則に次の４項を

加える。

６ 適用日前にこの条例による改正前の旭川市都市公園条例別表⑹に規定するパークゴルフ

場共通回数券，１年券ア，１年券イ又は１年券ウの使用料を納付した者又は施行日から適

用日の前日までの間に第２項の規定によりなお従前の例によることとされた使用料（パー

クゴルフ場共通回数券，１年券ア，１年券イ又は１年券ウの使用料に限る。）を納付した

者が，適用日以後に改正後の条例第１２条第２項に規定する有料公園施設（忠別広場施設

パークゴルフ場，永山橋左岸広場施設パークゴルフ場，永山橋下流右岸広場施設パークゴ

ルフ場及び両神橋下流右岸広場施設パークゴルフ場に限る。）を使用する場合（当該使用

料を納付したパークゴルフ場共通回数券，１年券ア，１年券イ又は１年券ウを使用して使

用する場合に限る。）においては，当該使用料の納付をもって，改正後の条例第１８条第

４項の規定により使用料を納付したものとみなす。

７ 適用日前に旭川市嵐山レクリエーション施設条例別表に規定する回数券又は１年券の使

用料を納入した者が，適用日以後に改正後の条例第１２条第２項に規定する有料公園施設

（忠別広場施設パークゴルフ場，永山橋左岸広場施設パークゴルフ場，永山橋下流右岸広

場施設パークゴルフ場及び両神橋下流右岸広場施設パークゴルフ場に限る。）を使用する

場合（当該使用料を納入した回数券又は１年券を使用して使用する場合に限る。）におい



ては，当該使用料の納入をもって，改正後の条例第１８条第４項の規定により使用料を納

付したものとみなす。

８ 適用日前に旭川市総合体育館条例（昭和５４年旭川市条例第１６号）別表に規定する回

数券の使用料を納入した場合，旭川市地区体育センター条例（平成４年旭川市条例第２０

号）別表に規定する回数券の利用料金を納入した場合及び旭川市スケートリンク条例（昭

和４５年旭川市条例第４２号）別表⑵に規定する回数券の使用料を納入した場合における

適用日以後の使用（これらの使用料又は利用料金を納入した回数券を使用して使用する場

合に限る。）に係る使用料については，第２項及び改正後の条例別表⑹の規定にかかわら

ず，なお従前の例による。

９ 適用日前に旭川市総合体育館条例別表に規定する１月券又は３月券の使用料を納入した

場合における適用日以後の使用（当該使用料を納入した１月券又は３月券を使用して使用

する場合に限る。）に係る使用料については，第２項及び改正後の条例別表⑹の規定にか

かわらず，なお従前の例による。

附 則

１ この条例は，令和２年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし，第１

条中別表⑸の改正規定（秋月橋左岸広場施設に係る部分に限る。）及び第２条の規定は公布

の日から，第１条中別表⑸の改正規定（東光スポーツ公園施設に係る部分に限る。）は令和

２年４月２０日から施行する。

２ 施行日前にこの条例による改正前の旭川市都市公園条例別表⑹に規定する共通回数券，１

月券又は３月券の使用料を納付した者が，施行日以後にこの条例による改正後の旭川市都市

公園条例（以下「改正後の条例」という。）第１２条第２項に規定する有料公園施設（東光

スポーツ公園施設武道館に限る。）を使用する場合（当該使用料を納付した共通回数券，１

月券又は３月券を使用して使用する場合に限る。）においては，当該使用料の納付をもって，

改正後の条例第１８条第４項の規定により使用料を納付したものとみなす。

３ 施行日前に旭川市総合体育館条例（昭和５４年旭川市条例第１６号）別表に規定する回数

券の使用料を納入した者，旭川市地区体育センター条例（平成４年旭川市条例第２０号）別

表に規定する回数券の利用料金を納入した者又は旭川市スケートリンク条例（昭和４５年旭

川市条例第４２号）別表⑵に規定する回数券の使用料を納入した者が，施行日以後に改正後

の条例第１２条第２項に規定する有料公園施設（東光スポーツ公園施設武道館に限る。）を



使用する場合（当該使用料又は当該利用料金を納入した回数券を使用して使用する場合に限

る。）においては，当該使用料又は当該利用料金の納入をもって，改正後の条例第１８条第

４項の規定により使用料を納付したものとみなす。

４ 施行日前に旭川市総合体育館条例別表に規定する１月券又は３月券の使用料を納入した者

が，施行日以後に改正後の条例第１２条第２項に規定する有料公園施設（東光スポーツ公園

施設武道館に限る。）を使用する場合（当該使用料を納入した１月券又は３月券を使用して

使用する場合に限る。）においては，当該使用料の納入をもって，改正後の条例第１８条第

４項の規定により使用料を納付したものとみなす。

５ 旭川市総合体育館条例の一部を次のように改正する。

別表備考第１２項中「スケート場」を「スケート場，東光スポーツ公園施設武道館（以下

「武道館」という。）」に改め，同表備考第１３項中「ほか」を「ほか，武道館」に改める。

６ 旭川市地区体育センター条例の一部を次のように改正する。

別表備考第２項中「スケート場」を「スケート場，東光スポーツ公園施設武道館」に改め

る。

７ 旭川市スケートリンク条例の一部を次のように改正する。

別表⑵備考第２項中「いう。）」を「いう。），東光スポーツ公園施設武道館」に改める。

（説 明）

東光スポーツ公園武道館を有料公園施設とする等のために，旭川市都市公園条例等の一部を

改正しようとするものである。



２・１定 議案第 ６５ 号

市立旭川病院看護師等奨学金貸付条例の制定について

市立旭川病院看護師等奨学金貸付条例を次のように定める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

市立旭川病院看護師等奨学金貸付条例

（目的）

第１条 この条例は，将来市立旭川病院において助産師又は看護師（以下「看護師等」とい

う。）として勤務しようとする意思を有している者に対し，その修学に必要な資金（以下

「奨学金」という。）を貸し付けることにより，市立旭川病院における看護師等の安定的な

確保に資することを目的とする。

（貸付対象者）

第２条 奨学金の貸付けを受けることができる者は，保健師助産師看護師法（昭和２３年法律

第２０３号）第２０条第１号に規定する学校若しくは同条第２号に規定する助産師養成所又

は同法第２１条第１号に規定する大学，同条第２号に規定する学校若しくは同条第３号に規

定する看護師養成所（以下「看護師等養成施設」と総称する。）に在学する者であって，当

該看護師等養成施設を卒業後，市立旭川病院において看護師等として勤務しようとする意思

を有しているものとする。

（貸付金額等）

第３条 奨学金の貸付金額は，月額５０，０００円とする。

２ 奨学金は，無利子とする。

３ 奨学金の貸付期間は，在学する看護師等養成施設の正規の修業年限を限度とする。

４ 奨学金の貸付方法は，病院事業管理者（以下「管理者」という。）が別に定める。

（貸付けの申請等）



第４条 奨学金の貸付けを受けようとする者は，管理者が別に定めるところにより，管理者に

申請しなければならない。

２ 管理者は，前項の規定による申請があったときは，その内容を審査の上，貸付けの可否を

決定し，その旨を申請者に通知するものとする。

（貸付けの取消し等）

第５条 管理者は，奨学金の貸付けの決定を受けた者（以下「借受者」という。）が次の各号

のいずれかに該当するに至ったときは，奨学金の貸付けの決定を取り消すものとする。

⑴ 当該奨学金の貸付けに係る看護師等養成施設を退学したとき。

⑵ 奨学金の貸付けを受けることを辞退したとき。

⑶ 死亡したとき。

⑷ 前３号に掲げるもののほか，管理者が奨学金を貸し付けることが不適当であると認めた

とき。

２ 借受者が休学し，又は停学の処分を受けたときは，休学し，又は停学の処分を受けた日の

属する月の翌月分から復学した日の属する月の前月分までの奨学金の貸付けを行わないもの

とする。この場合において，これらの月の分として既に貸付けを行った奨学金があるときは，

その奨学金は，当該借受者が復学した日の属する月以後の月の分として貸付けが行われたも

のとみなす。

（償還）

第６条 借受者は，看護師等養成施設を卒業し，又は前条第１項の規定により奨学金の貸付け

の決定を取り消されたときは，その卒業し，又は取り消された日（次条の規定により償還が

猶予された者にあっては，当該猶予に係る事由が消滅した日）の属する月の翌月の末日まで

に，管理者が別に定めるところにより，貸付けを受けた奨学金の全額を償還しなければなら

ない。ただし，管理者が特別の事情があると認めたときは，この限りでない。

（償還の猶予）

第７条 管理者は，借受者が次の各号のいずれかに該当するときは，当該各号に掲げる事由が

継続する間（第３号に該当する場合にあっては，当該看護師等養成施設を卒業した日の属す

る年度の翌年度の末日までの間に限る。），奨学金の償還を猶予することができる。

⑴ 当該奨学金の貸付けに係る看護師等養成施設を卒業した後，引き続き他の看護師等養成

施設に在学しているとき。

⑵ 看護師等養成施設を卒業した後，直ちに市立旭川病院の看護師等として勤務し，その業



務に引き続き従事しているとき。

⑶ 看護師等養成施設を卒業した後，看護師等の免許を取得する意思を有し，かつ，市立旭

川病院において看護師等として勤務しようとする意思を有しているとき。

⑷ 災害，疾病その他やむを得ない事由により，奨学金の償還が困難と認められるとき。

⑸ 前各号に掲げるもののほか，管理者が奨学金を第６条に規定する日までに償還させるこ

とが適当でないと認めたとき。

（償還の免除）

第８条 管理者は，借受者が看護師等養成施設を卒業した後（前条第３号の規定により奨学金

の償還の猶予を受けた場合にあっては，看護師等の免許を取得した後），直ちに市立旭川病

院の看護師等として勤務し，その業務に引き続き従事した期間が奨学金の貸付けを受けた期

間を合算した期間に相当する期間に達したときは，奨学金の償還の全部を免除するものとす

る。

２ 管理者は，前項に規定する場合のほか，借受者が次の各号のいずれかに該当するときは，

奨学金の償還の全部又は一部を免除することができる。

⑴ 前項に規定する業務に起因する心身の故障のため，当該業務に従事することができなく

なったとき。

⑵ 死亡したとき。

⑶ 前２号に掲げるもののほか，管理者が特に必要と認めたとき。

（委任）

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は，管理者が別に定める。

附 則

この条例は，令和２年４月１日から施行する。

（説 明）

市立旭川病院看護師等奨学金の貸付けに関し必要な事項を定めるために，この条例を制定し

ようとするものである。



２・１定 議案第 ６６ 号

包括外部監査契約の締結について

次のとおり包括外部監査契約を締結したいので，議会の議決を求める。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

１ 契約の目的 当該契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告

２ 契約の始期 令和２年４月１日

３ 契 約 金 額 １２，２２０，０００円を上限とする額

４ 契約の相手方 住所 旭川市●●●●●●●

氏名 中 島 幹 雄

資格 公認会計士



２・１定 議案第 ６７ 号

市 道 路 線 の 廃 止 に つ い て

次のとおり市道路線を廃止する。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

整 理 番 号 起 点
路 線 名

種別 ブロック 街区 路線 終 点
番号 番号 番号 番号

東旭川町上兵村３８２番地先道道鷹栖
６Ｂ ０ ０ ５９ 上兵村・忠別道路線 東旭川神楽線中心

東旭川町忠別３７８番地先東川町界

春光６条１丁目３６２１番地の５１地
８Ｅ ２ 164 ２３ 春光６条１丁目２号線 先

春光６条１丁目３６２１番地の２３地
先



２・１定 議案第 ６８ 号

市 道 路 線 の 認 定 に つ い て

次のとおり市道路線を認定する。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

整 理 番 号 起 点
路 線 名

種別 ブロック 街区 路線 終 点
番号 番号 番号 番号

東旭川町上兵村３８２番地の３地先道
６Ｂ ０ ０ ５９ 上兵村・忠別道路線 道鷹栖東神楽線中心

東旭川町忠別９０８番地先東川町界

東５条１０丁目３９番地先
８Ｅ １ ２ ３０ 東５条１０丁目１号線

東５条１０丁目４４番地先

春光４条５丁目１番地の５３地先
８Ｅ ２ 161 ３６ 春光４条５丁目１号線

春光４条５丁目１番地の３３３地先

春光６条１丁目３６２１番地の５１地
８Ｅ ２ 164 ２３ 春光６条１丁目２号線 先

春光６条１丁目３６２１番地の４０地
先

神楽１条８丁目４２９番地の７地先
８Ｅ ４ ２ ３０ 神楽１条８丁目３号線

神楽１条８丁目４２８番地の２地先

神楽岡２条６丁目３番地の１０７７地
８Ｅ ４ １４ ４６ 神楽岡２条６丁目２号 先

線 神楽岡２条６丁目３番地の３６５８地
先



神楽岡３条６丁目３番地の３３６２地
８Ｅ ４ １４ ４７ 神楽岡３条６丁目１号 先

線 神楽岡３条６丁目３番地の３３９５地
先

神楽岡３条６丁目３番地の３３７４地
８Ｅ ４ １４ ４８ 神楽岡３条６丁目２号 先

線 神楽岡３条６丁目３番地の３３８０地
先

永山７条１０丁目１０６番地の３３地
８Ｅ ５ ７８ ２８ 永山７条１０丁目３号 先

線 永山７条１０丁目１０６番地の３１地
先



２・１定 報告第 １ 号

専 決 処 分 の 報 告 に つ い て

損害賠償の額を定めることについて，地方自治法第１８０条第１項の規定による長の専決処

分事項の指定により，次のとおり専決処分したから，同条第２項の規定により報告する。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

事故発生年月日
損害賠償の額 専決処分年月日 過失割合

及 び 場 所

令和元年１２月２３日
１５１，７８６円 令和２年２月３日 市 100％

旭川市末広１条９丁目



２・１定 報告第 ２ 号

専 決 処 分 の 報 告 に つ い て

損害賠償の額を定めることについて，地方自治法第１８０条第１項の規定による長の専決処

分事項の指定により，次のとおり専決処分したから，同条第２項の規定により報告する。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

事故発生年月日 過失割合
損害賠償の額 専決処分年月日

及 び 場 所 （％）

平成３１年４月１１日 市 20
４３，９７４円 令和２年２月４日

旭川市宮下通８丁目 相手方 80



２・１定 報告第 ３ 号

専 決 処 分 の 報 告 に つ い て

変更契約を締結することについて，地方自治法第１８０条第１項の規定による長の専決処分

事項の指定により，次のとおり専決処分したから，同条第２項の規定により報告する。

令和２年２月１９日提出

旭川市長 西 川 将 人

専決処分 議案等の番号及び件名
契約の名称 契約金額（円）

年 月 日 （議決等年月日）

第２豊岡団地建替 変更前 報告第５号専決処分の報
（１－Ｂ）新築工事 ８１５，６１０，８１６ 令和２年 告について

変更後 １月27日 （令和元年10月８日）
８１５，７１４，７２０ 議案第２４号契約の締結

について
（平成30年６月15日）



元・３定 報告第 ５ 号

専 決 処 分 の 報 告 に つ い て

変更契約を締結することについて，地方自治法第１８０条第１項の規定による長の専決処分

事項の指定により，次のとおり専決処分したから，同条第２項の規定により報告する。

令和元年９月１０日提出

旭川市長 西 川 将 人

整理 専決処分 議案等の番号及び件名
契約の名称 契約金額（円）

番号 年 月 日 （議決等年月日）

第２豊岡団地 変更前 議案第２４号契約の締結
建替（１－ ８１０，０００，０００ 令和元年 について

１ Ｂ）新築工事 変更後 ８月23日 （平成30年６月15日）
８１５，６１０，８１６

東光スポーツ 変更前 議案第３０号契約の締結
公園複合体育 ５２９，２００，０００ 令和元年 について

２ 施設（武道 変更後 ８月23日 （平成30年６月15日）
館）（Ａ）新 ５３３，１８６，７１２
築工事

東光スポーツ 変更前 議案第３１号契約の締結
公園複合体育 ４６７，６４０，０００ 令和元年 について

３ 施設（武道 変更後 ８月23日 （平成30年６月15日）
館）（Ｂ）新 ４７１，１２５，９１６
築工事

○写



３０・２定 議案第 ２４ 号

契約の締結について

次の工事請負契約を締結したいので，議会の議決を求める。

平成３０年６月１５日提出

旭川市長 西 川 将 人

１ 工 事 名 第２豊岡団地建替（１－Ｂ）新築工事

２ 契 約 金 額 ８１０，０００，０００円

３ 契約の相手方 盛永・畠山・東成・岸田共同企業体

株式会社盛永組

畠山建設株式会社

東成建設株式会社

株式会社岸田組

４ 契約の方法 一般競争入札（条件付き）

○写


